
Ｎａｙｏｒｏ　Ｐｕｂｌｉｃ　Ｒｅｌａｔｉｏｎｓ　２０２１．１２３

　近年、世界各地で猛暑や台風、集中豪雨など地球温暖化に起因するといわれて
いる自然災害が頻発、激甚化しています。
　こうした気候変動は、私たちの安全安心な日常生活や生命、財産を脅かすだけ
でなく、自然環境や生態系への悪影響を及ぼしており、その対策は喫緊の課題と
なっています。
　２０１５年１２月に合意されたパリ協定では、「平均気温上昇を産業革命以前
に比べて２℃未満とし、１．５℃に抑えるよう努力する」との目標が国際的に広
く共有されるとともに、２０１８年に公表されたＩＰＣＣ（国連の気候変動に関
する政府間パネル）の特別報告書においては、この目標を達成するには「２０５
０年までに二酸化炭素の実質排出量をゼロにすることが必要」とされています。
　また、我が国では、２０２０年１０月２６日に内閣総理大臣所信表明において
「２０５０年までにカーボンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指すこと」が
宣言されました。
　さらには、北海道においても、地域資源を最大
限活用しながら、脱炭素化と経済の活性化や持続
可能な地域づくりを同時に進める「ゼロカーボン
北海道」の実現を目指すこととされました。
　本市においても、自然と調和した環境にやさし
く快適で安全安心なまちづくりに向け、市民や事
業者の皆さまと一体となって、２０５０年までに
二酸化炭素排出量実質ゼロとする「ゼロカーボン
シティ」を目指すことを宣言します。

　　令和３年１１月４日

名寄市は ゼロカーボンシティ を表明しました
名寄市は ゼロカーボンシティ を表明しましたゼロカーボンシティ名寄市は ゼロカーボンシティ を表明しました

　近年、世界各地で猛暑や台風、集中豪雨など地球温暖化に起因するといわれて
いる自然災害が頻発、激甚化しています。
　こうした気候変動は、私たちの安全安心な日常生活や生命、財産を脅かすだけ
でなく、自然環境や生態系への悪影響を及ぼしており、その対策は喫緊の課題と
なっています。
　２０１５年１２月に合意されたパリ協定では、「平均気温上昇を産業革命以前
に比べて２℃未満とし、１．５℃に抑えるよう努力する」との目標が国際的に広
く共有されるとともに、２０１８年に公表されたＩＰＣＣ（国連の気候変動に関
する政府間パネル）の特別報告書においては、この目標を達成するには「２０５
０年までに二酸化炭素の実質排出量をゼロにすることが必要」とされています。
　また、我が国では、２０２０年１０月２６日に内閣総理大臣所信表明において
「２０５０年までにカーボンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指すこと」が
宣言されました。
　さらには、北海道においても、地域資源を最大
限活用しながら、脱炭素化と経済の活性化や持続
可能な地域づくりを同時に進める「ゼロカーボン
北海道」の実現を目指すこととされました。
　本市においても、自然と調和した環境にやさし
く快適で安全安心なまちづくりに向け、市民や事
業者の皆さまと一体となって、２０５０年までに
二酸化炭素排出量実質ゼロとする「ゼロカーボン
シティ」を目指すことを宣言します。

　　令和３年１１月４日

※「ゼロカーボンシティ」とは、2050年にＣＯ２（二酸化炭素）
　を実質ゼロにすることを目指すという旨を首長（市長）が公表し
　た地方自治体のこと

▲ゼロカーボンシティ宣言書を持つ加藤市長
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